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第２章 消費者の流動状況 
  

 

○ 県内で買物をする割合は、９３．２％（前回比１００．９％）と高く、引き続き 

増加している。 

 ◆ 県内での買物を「地元（住んでいる市町村内）」と、「地元以外」に分けると、 

地元での買物は緩やかに減少し、地元以外は増加している。 

 

○ 県外への流出は、都内への流出が大きく減ったため、引き続き減少している。 

◆ 都内への流出は４．２％（前回比７９．２％）で、減少が続いている。 

◆ 近県への流出は２．７％（前回比１１７．４％）で、増加が続いている。 

 

 
 
 
 

図表２－１ 県全体の流動状況（地元吸収率等）の推移 
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１ 流動状況の動向  

  県内で買物を、地元（住んでいる市町村内）と地元以外に分けると、地元での買物は緩や

かに減少しているものの、地元以外での買物は増加している。県内での買物は、地元以外の

買物の増加で増えている。 

一方、都内への流出は減少している。近県への流出は増えているものの、県外への流出と

して合計すると、減少している。 

 

（１）地元吸収率  地元での買物は、緩やかに減少している 

   地元吸収率は、緩やかな減少傾向にある。地元吸収率（商品総合）は、前回から０．３

ポイント減少して、６４．０％（前回比９９．５％）になった。前回調査では、増加に転

じていたものの、再び減少している。     

 

（２）県内流出率  地元以外の買物は、一層増えている 

    県内流出率は、増加で推移している。県内流出率（商品総合）は、前回から１．１ポイ

ント増加して、２９．２％（前回比１０３．９％）になった。 

 

（３）県内滞留率  県内での買物は、地元以外の買物の増加で、増えている 

県内流出率の増加が、地元吸収率の減少を上回るため、県内滞留率は、増加で推移して

いる。県内滞留率（商品総合）は、前回から０．８ポイント増加して、９３．２％（前回

比１００．９％）になった。 

 

（４）都内流出率  都内への流出は、一層弱まっている 

都内流出率は、減少で推移している。都内流出率（商品総合）は、前回から１．１ポイ

ント減少して４．２％（前回比７９．２％）になった。 

    

（５）他県流出率  近県への流出は、増えているがまだ少ない 

他県流出率は、低率ではあるものの、増加で推移している。他県流出率（商品総合）は、

前回から０．４ポイント増加して、２．７％（前回比１１７．４％）になった。 

 

２ 地元吸収率の状況 
（１）地区の地元吸収率 
   地元吸収率を地区別にみると、増加が３、減少が４で、横ばいが１となっている。また、

県全体の地元吸収率を上回る地区では、増加１、減少１、横ばい１、下回る地区では、増

加２、減少３となっている。 

 

（増 加）西部Ⅱ地区、北部Ⅱ地区、秩父地区 

（減 少）東部Ⅰ地区、東部Ⅱ地区、西部Ⅰ地区、北部Ⅰ地区 

（横ばい）京浜東北地区 
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図表２－２ 県全体及び地区の地元吸収率【平成１２年・平成１７年】 
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（２）市町村の地元吸収率 

市町村の地元吸収率は、増加が４０（１６市２０町４村）、減少が５２（２７市２０町 

５村）で、減少が半数以上を占め、市部での減少が目立っている。また、増加幅の大きい

市町村は、前回と比べて総じて減少している。 

 

図表２－３ 市町村の地元吸収率の変化【平成１２年との比較】 
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３ 商品群別の流動状況 

  商品群別の流動状況は、商品群を構成する買物品目の違いから、商品総合の流動状況とは

異なっている。ここでは、各商品群の流動状況の特徴と動向を述べる。 

なお、商品群及び買物品目については３頁を参照されたい。 

 

（１）Ａ群（食料品、日用雑貨等） 

Ａ群の特徴として、①地元での買物が非常に多く、②県外への流出が少ないことが挙げ

られる。地元吸収率と県内滞留率の高さは、商品群の中で際立っている。 

・ 地元吸収率は、８２．２％（前回比１００．２％）で、概ね横ばいだった。 

  ・ 県内滞留率は、９８．７％で、県内での買物がほとんどを占めている。  

 

（２）Ｂ群（洋服、衣類等） 

   Ｂ群の特徴として、①地元での買物が少なく、②県外へ流出が多いことが挙げられる。

地元吸収率と県内滞留率は、Ｃ群に次いで低くなっている。 

・ 地元吸収率は、５６．０％（前回比９９．１％）で、概ね横ばいである。 

・ 県内滞留率は、８９．５％（前回比１０１．２％）で、増加が続いている。 

 

（３）Ｃ群（靴、かばん等） 

 Ｃ群の特徴として、①地元での買物が少なく、②県外へ流出が多いことが挙げられる。

地元吸収率と県内滞留率は、最も低くなっている。 

・ 地元吸収率は、５１．４％（前回比９５．９％）で、減少に転じた。 

・ 県内滞留率は、８５．９％（前回比９９．９％）で、概ね横ばいである。 

 

（４）Ｄ群（家具、家電等） 

Ｄ群の特徴として、地元以外（の県内）での買物が多いことが挙げられる。県内流出率

は最も高く、地元吸収率は商品総合を下回っている。 

・ 地元吸収率は、５７．５％（前回比９３．３％）で、減少に転じた。 

・ 県内滞留率は、９３．２％（前回比９９．１％）で、概ね横ばいである。 

※ 県内流出率は、３５．７％（前回比１１０．２％）で、増加が続いている。平成７年

に３番目だったＤ群の県内流出率は、平成１２年にＢ群を、今回Ｃ群を抜いて、商品群

の中で最も高くなった。 

 

（５）Ｅ群（文房具、化粧品、スポーツ洋品等） 

Ｅ群の特徴として、①地元での買物が多く、②地元以外（の県内）での買物が伸びてい

ることが挙げられる。地元吸収率は、Ａ群に次いで高い。また、県内流出率は、平成元年

から増加が続いている。 

  ・ 地元吸収率は、６６．２％（前回比９６．９％）で、減少に転じた。 

・ 県内滞留率は、９４．９％（前回比１００．０％）で、横ばいだった。 

※ 県内流出率は、２８．７％（前回比１０７．９％）で、増加が続いている。 
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図表２－４ 県全体の流動状況【商品総合・商品群別】 
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４ 外出目的からみる流動状況 

外出目的から流動状況をみると、地元吸収率や県内滞留率は、商品総合と比べて低く、県

外への流出が多くなっている。ここでは、外出目的からみる流動状況の特徴と動向を述べる。 

（１）家族で買物を楽しむ場合 

 家族で買物を楽しむ場合の外出先は、県内が多い。 

・ 地元吸収率は、３８．１％（前回比８５．２％）で、減少に転じた。 

 なお、県内流出率は４５．３％（前回比１１２．７％）で、地元吸収率を上回った。 

・ 県内滞留率は、８３．４％（前回比９８．２％）で、減少に転じた。 

（２）飲食（外食）を楽しむ場合 

飲食（外食）を楽しむ場合の外出先は、地元が多い。地元吸収率は、３つの外出目的の

中で最も高く、商品総合と比べても大きな開きはない。 

  ・ 地元吸収率は、５６．２％（前回比９４．３％）で、減少した。 

・ 県内滞留率は、９０．９％（前回比１００．１％）で、概ね横ばいである。 

（３）新しい流行を知る場合 

新しい流行を知る場合の外出先は、都内が多い。地元吸収率は２０％程度に留まり、都

内流出率は、地元吸収率の２倍以上になっている。 

  ・ 地元吸収率は、１８．１％（前回比８５．０％）で、減少に転じた。 

・ 県内滞留率は、５２．２％（前回比１０４．４％）で、増加が続いている。 

※ 県外への流出の中で、都内流出が占める割合は、新しい流行を知る場合が一番高い。 

 

図表２－５ 県全体の流動状況【外出目的別】 
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５ 地区別の流動状況 
流動状況は地区によって異なることから、次に、地区毎に特徴と動向を述べる。 

なお、地区の流動状況（グラフ）には、参考に外出目的別も掲載した。  

 

図表２－６ 県全体及び地区の流動状況【商品総合】 
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（１）京浜東北地区 

京浜東北地区は、主に高崎線、宇都宮線などの沿線地域で、その南端は東京都に接して

いる。地区内には、旧大宮市、川口市、上尾市をはじめとする全１６市町がある。地区の

人口は約２５３万５千人で、県の３５．８％を占めている。 

この地区の特徴として、①地元での買い物が多く、②都内への流出が比較的少ないこと

が挙げられる。この地区では商業施設が最も充実しているため、地元吸収率は総じて県内

で最も高く、また、都内流出率は、東京都に接する地区（ただし、秩父地区を除く。）の

中で一番低くなっている。 

【商品総合】 

  ・ 地元吸収率は、７１．４％（前回比１００．０％）で、横ばいだった。 

  ・ 県内流出率は、２３．９％（前回比１０３．０％）で、増加に転じた。  

・ 県内滞留率は、９５．３％（前回比１００．７％）で、増加が続いている。 

  ・ 都内流出率は、３．２％（前回比７１．１％）で、減少が続いている。 

・ 他県流出率は、１．４％（前回比１５５．６％）で、増加が続いている。 

【商品群別】 

  Ａ群（食料品、日用雑貨等） 

・ 地元吸収率は、８７．１％（前回比１００．２％）で、増加が続いている。 

・ 県内滞留率は、９９．７％で、県内での買物がほとんどを占めている。 

Ｂ群（洋服、衣類等） 

・ 地元吸収率は、６３．４％（前回比９９．８％）で、概ね横ばいである。 

・ 県内滞留率は、９１．８％（前回比１０１．１％）で、増加が続いている。 

Ｃ群（靴、かばん等） 

・ 地元吸収率は、６０．０％（前回比９７．２％）で、減少に転じた。 

・ 県内滞留率は、８９．３％（前回比１００．４％）で、概ね横ばいである。 

Ｄ群（家具、家電等） 

・ 地元吸収率は、６８．９％（前回比９７．９％）で、減少に転じた。 

・ 県内滞留率は、９５．７％（前回比９９．６％）で、概ね横ばいである。 

※ 京浜東北地区のＢ群～Ｅ群の地元吸収率は県内で第１位であるが、中でもＤ群は高く、

第２位の東部Ⅰ地区（６２．１％）や、第３位の西部Ⅱ地区（５８．０％）とは開きが

ある。 

Ｅ群（文房具、化粧品、スポーツ洋品等） 

・ 地元吸収率は、７３．３％（前回比９７．２％）で、減少に転じた。 

・ 県内滞留率は、９７．２％（前回比１００．１％）で、概ね横ばいである。 



 －21－

図表２－７ 京浜東北地区の流動状況【商品総合・商品群別等】 
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（２）東部Ⅰ地区 
東部Ⅰ地区は、主に東武伊勢崎線の沿線地域で、その南端は東京都に、東側は千葉県に

接している。地区内には、春日部市、越谷市をはじめとする全１０市町がある。地区の人

口は約１１６万９千人で、県の１６．５％を占めている。 

この地区の特徴として、①地元での買物は多く、②地元以外（の県内）での買物は少な

いことが挙げられる。商業施設が充実しているため、地元吸収率は第２位と高い。その反

面で、東京都、千葉県に接していることなどから、地元を離れる買物では県外へ流出する

傾向があり、県内流出率は県内で最も低くなっている。 

【商品総合】 

  ・ 地元吸収率は、６９．７％（前回比９７．９％）で、減少に転じた。 

  ・ 県内流出率は、２１．９％（前回比１１４．７％）で、増加が続いている。 

    また、東部Ⅰ地区の県内流出率は、県内で最も高い伸びとなっている。 

・ 県内滞留率は、９１．６％（前回比１０１．４％）で、増加が続いている。 

  ・ 都内流出率は、５．１％（前回比７７．３％）で、減少が続いている。 

・ 他県流出率は、３．３％（前回比１０６．５％）で、増加に転じた。 

【商品群別】 

  Ａ群（食料品、日用雑貨等） 

・ 地元吸収率は、８７．４％（前回比９８．１％）で、減少に転じた。 

・ 県内滞留率は、９８．７％で、県内での買物がほとんどを占めている。 

Ｂ群（洋服、衣類等） 

・ 地元吸収率は、６１．７％（前回比９５．８％）で、減少に転じた。 

・ 県内滞留率は、８７．４％（前回比１０２．８％）で、増加が続いている。 

※ なお、県内流出率の伸びが、他の地区に比べて目立っている。 

東部Ⅰ地区（前回比１２４．８％）／他の７地区（前回比９５．４％～１０６．４％） 

Ｃ群（靴、かばん等） 

・ 地元吸収率は、５５．３％（前回比９１．６％）で、減少に転じた。 

・ 県内滞留率は、８２．８％（前回比１００．４％）で、概ね横ばいである。 

※ なお、県内流出率の伸びが、他の地区に比べて目立っている。 

東部Ⅰ地区（前回比１２４．４％）／他の７地区（前回比９７．１％～１０７．７％） 

  Ｄ群（家具、家電等） 

・ 地元吸収率は、６２．１％（前回比９３．０％）で減少に転じた。 

・ 県内滞留率は、９２．１％（前回比９９．９％）で概ね横ばいである。 

Ｅ群（文房具、化粧品、スポーツ洋品等） 

・ 地元吸収率は、７３．２％（前回比９７．６％）で、減少に転じた。 

・ 県内滞留率は、９３．２％（前回比１００．１％）で、概ね横ばいである。 
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図表２－８ 東部Ⅰ地区の流動状況【商品総合・商品群別等】 
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（３）東部Ⅱ地区 

東部Ⅱ地区は、宇都宮線、東武伊勢崎線、東武日光線の沿線地域で、群馬県、栃木県、

茨城県に接している。地区内には、久喜市をはじめとする全１０市町がある。地区の人口

は約３８万２千人で、県の５．４％を占めている。 

この地区の特徴として、地元以外（の県内及び県外）での買い物が多いことが挙げられ

る。地元吸収率は第７位と低く、県内流出率及び他県流出率は第２位と高い。また、地元

吸収率と県内流出率は、概ね同じ程度になっている。 

【商品総合】 

  ・ 地元吸収率は、４６．９％（前回比９８．１％）で、減少が続いている。 

  ・ 県内流出率は、４４．３％（前回比１０２．５％）で、増加に転じた。 

  ・ 県内滞留率は、９１．２％（前回比１００．２％）で、概ね横ばいである。 

  ・ 都内流出率は、１．６％（前回比６６．７％）で、減少が続いている。 

・ 他県流出率は、７．２％（前回比１０９．１％）で、増加が続いている。 

【商品群別】 

  地元吸収率と県内流出率の比率は、商品群によって異なる。地元志向の高いＡ群及びＥ

群では、地元吸収率の方が高く、Ｂ～Ｄ群では、県内流出率の方が高くなっている。 

 

Ａ群（食料品、日用雑貨等） 

・ 地元吸収率は、７２．３％（前回比１０５．２％）で、増加が続いている。 

・ 県内滞留率は、９７．２％で、県内での買物がほとんどを占めている。 

Ｂ群（洋服、衣類等） 

・ 地元吸収率は、３７．８％（前回比９７．２％）で、減少に転じた。 

・ 県内滞留率は、８７．４％（前回比９９．９％）で、概ね横ばいである。 

Ｃ群（靴、かばん等） 

・ 地元吸収率は、３２．３％（前回比８６．６％）で、減少に転じた。 

・ 県内滞留率は、８３．１％（前回比９６．６％）で、減少が続いている。 

  Ｄ群（家具、家電等） 

・ 地元吸収率は、３７．２％（前回比７９．３％）で、落ち込みが目立っている。 

・ 県内滞留率は、９２．４％（前回比１００．５％）で、概ね横ばいである。 

※ なお、Ｄ群では、他県流出率が減少に転じている。 

Ｅ群（文房具、化粧品、スポーツ洋品等） 

・ 地元吸収率は、４７．８％（前回比９４．７％）で、減少が続いている。 

・ 県内滞留率は、９２．７％（前回比９９．８％）で、概ね横ばいである。 
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図表２－９ 東部Ⅱ地区の流動状況【商品総合・商品群別等】 
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（４）西部Ⅰ地区 
西部Ⅰ地区は、主に東武東上線沿線地域で、その南端は東京都に接している。地区内に

は、川越市、坂戸市、東松山市、大井町をはじめとする全１５市町がある。地区の人口は

約１３２万２千人で、県の１８．７％を占めている。 

この地区の特徴として、都内への流出が多いことが挙げられる。都内流出率は県内で最

も高く、特に地区南部での高さが際立っている。 

【商品総合】 

  ・ 地元吸収率は、６０．６％（前回比９８．９％）で、減少に転じた。 

・ 県内流出率は、２９．９％（前回比１０５．７％）で、増加が続いている。 

  ・ 県内滞留率は、９０．５％（前回比１０１．０％）で、増加が続いている。 

 ・ 都内流出率は、８．０％（前回比８４．２％）で、減少が続いている。 

・ 他県流出率は、１．４％（前回比１５５．６％）で、増加が続いている。 

【商品群別】 

  Ａ群（食料品、日用雑貨等） 

・ 地元吸収率は、７９．４％（前回比９８．０％）で、減少に転じた。 

・ 県内滞留率は、９７．９％で、県内での買物がほとんどを占めている。 

Ｂ群（洋服、衣類等） 

・ 地元吸収率は、５２．１％（前回比９９．４％）で、概ね横ばいである。 

・ 県内滞留率は、８５．９％（前回比１０１．８％）で、増加が続いている。 

Ｃ群（靴、かばん等） 

・ 地元吸収率は、４８．２％（前回比９７．８％）で、減少に転じた。 

・ 県内滞留率は、８２．２％（前回比１０１．１％）で、増加が続いている。 

Ｄ群（家具、家電等） 

・ 地元吸収率は、５３．３％（前回比９１．９％）で、減少に転じた。 

・ 県内滞留率は、９０．３％（前回比９８．３％）、減少に転じた。 

※ Ｄ群では、都内流出率は、８．１％（前回比１０９．５％）で増加に転じている。 

Ｅ群（文房具、化粧品、スポーツ洋品等） 

・ 地元吸収率は、６３．４％（前回比９６．２％）で、減少に転じた。 

・ 県内滞留率は、９２．６％（前回比１００．２％）で、概ね横ばいである。 
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図表２－１０ 西部Ⅰ地区の流動状況【商品総合・商品群別等】 
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（５）西部Ⅱ地区 

西部Ⅱ地区は、主に西武池袋線、八高線の沿線地域で、その南は東京都（市部）に接し

ている。地区内には、入間市、旧飯能市をはじめとする全１４市町村がある。地区の人口

は約９２万７千人で、県の１３．１％を占めている。 

この地区の流動状況の構成比率は、県全体に近い数字となっていて、地元吸収率は、県

全体を上回っている。 

【商品総合】 

   ・ 地元吸収率は、６７．２％（前回比１０１．５％）で、増加が続いている。 

・ 県内流出率は、２６．２％（前回比９６．３％）で、減少に転じた。 

   ・ 県内滞留率は、９３．４％（前回比１００．０％）で、横ばいである。 

    ・ 都内流出率は、５．４％（前回比９４．７％）で、減少が続いている。 

・ 他県流出率は、１．２％（前回比１３３．３％）で増加に転じた。 

【商品群別】 

Ａ群（食料品、日用雑貨等） 

・ 地元吸収率は、８４．０％（前回比１０１．１％）で、増加が続いている。 

・ 県内滞留率は、９８．８％で、県内での買物がほとんどを占めている。 

Ｂ群（洋服、衣類等） 

・ 地元吸収率は、６０．９％（前回比１０２．９％）で、増加が続いている。 

・ 県内滞留率は、８９．８％（前回比１００．３％）で、概ね横ばいである。 

Ｃ群（靴、かばん等） 

・ 地元吸収率は、５５．０％（前回比９８．２％）で、減少に転じた。 

・ 県内滞留率は、８５．５％（前回比９７．８％）で、減少に転じた。 

 ※ なお、Ｃ群の都内流出率は、１２．３％（前回比１０８．８％）で、増加に転じてい

る。 

 Ｄ群（家具、家電等） 

・ 地元吸収率は、５８．０％（前回比９５．１％）で、減少に転じた。 

・ 県内滞留率は、９３．４％（前回比９７．９％）で、減少に転じた。 

※ なお、Ｄ群の都内流出率は、５．２％（前回比１３６．８％）で、増加に転じている。 

Ｅ群（文房具、化粧品、スポーツ洋品等） 

・ 地元吸収率は、７０．１％（前回比９９．２％）で、概ね横ばいである。 

・ 県内滞留率は、９５．６％（前回比９９．９％）で、概ね横ばいである。 
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図表２－１１ 西部Ⅱ地区の流動状況【商品総合・商品群別等】 
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（６）北部Ⅰ地区 
北部Ⅰ地区は、主に高崎線、秩父鉄道の沿線地域で、その北側は群馬県に接している。

地区内には、熊谷市、深谷市をはじめとする全１２市町村がある。地区の人口は約４８万

７千人で、県の６．９％を占めている。 

この地区の特徴として、①県内での買物が多く、②他県への流出は比較的低いことが挙

げられる。他県流出率は、群馬県に接する地区（ただし、秩父地区を除く）の中で一番低

く、県内滞留率は秩父地区に次いで高い。また、地元吸収率は県全体を下回るものの、県

内流出率よりも高くなっている。 

【商品総合】 

 ・ 地元吸収率は、５５．６％（前回比９４．６％）で、減少が続いている。 

・ 県内流出率は、３９．８％（前回比１０８．４％）で、増加が続いている。 

 ・ 県内滞留率は、９５．４％（前回比９９．９％）で、概ね横ばいである。 

 ・ 都内流出率は、０．９％（前回比６４．３％）で、減少が続いている。 

・ 他県流出率は、３．７％（前回比１１９．４％）で増加が続いている。 

【商品群別】 

 Ａ群（食料品、日用雑貨等） 

・ 地元吸収率は、７５．４％（前回比９８．４％）で、減少に転じた。 

・ 県内滞留率は、９８．３％で、県内での買物がほとんどを占めている。 

Ｂ群（洋服、衣類等） 

・ 地元吸収率は、４９．１％（前回比９５．３％）で、減少に転じた。 

・ 県内滞留率は、９４．０％（前回比１００．３％）で、概ね横ばいである。 

Ｃ群（靴、かばん等） 

・ 地元吸収率は、４４．３％（前回比９３．５％）で、減少に転じた。 

  なお、県内流出率は、４６．５％（前回比１０４．７％）で、地元吸収率を上回った。 

・ 県内滞留率は、９０．８％（前回比９８．９％）で、減少に転じた。 

   Ｄ群（家具、家電等） 

・ 地元吸収率は、４５．８％（前回比８１．３％）で、落ち込みが目立っている。 

なお、県内流出率は、４８．５％（前回比１２５．０％）で、地元吸収率を上回った。 

・ 県内滞留率は、９４．３％（前回比９９．２％）で、概ね横ばいである。 

Ｅ群（文房具、化粧品、スポーツ洋品等） 

・ 地元吸収率は、５６．８％（前回比９１．０％）で、減少に転じた。 

・ 県内滞留率は、９６．６％（前回比９９．４％）で、概ね横ばいである。 
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図表２－１２ 北部Ⅰ地区の流動状況【商品総合・商品群別等】 
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（７）北部Ⅱ地区 
北部Ⅱ地区は、高崎線、八高線の沿線地域で、その北側は群馬県に接している。地区内

には本庄市をはじめとする全６市町村がある。地区の人口は約１４万人で、県の２．０％

を占めている。 

この地区の特徴として、①地元での買物が少なく、②近県への流出が多いことが挙げら

れる。地元吸収率は県内で最も低く、他県流出率は最も高くなっている。また、地元吸収

率と県内流出率は、同程度になっている。 

【商品総合】 

   ・ 地元吸収率は、４３．５％（前回比１０２．１％）で、増加に転じた。 

 ・ 県内流出率は、４４．０％（前回比９９．８％）で、概ね横ばいである。 

   ・ 県内滞留率は、８７．５％（前回比１００．９％）で、概ね横ばいである。 

 ・ 都内流出率は、０．６％（前回比４２．９％）で、減少した。  

・ 他県流出率は、１１．９％（前回比１００．０％）で、横ばいである。 

【商品群別】 

 Ａ群（食料品、日用雑貨等） 

・ 地元吸収率は、６８．１％（前回比１０４．９％）で、増加が続いている。 

・ 県内滞留率は、９７．０％で、県内での買物がほとんどを占めている。 

※ 地元吸収率と県内滞留率の増加が続いているのは、北部Ⅱ地区ではＡ群のみである。 

Ｂ群（洋服、衣類等） 

・ 地元吸収率は、３４．９％（前回比９９．４％）で、概ね横ばいである。 

なお、県内流出率は４８．６％（前回比１０２．１％）で、地元吸収率を上回ってい

る。 

・ 県内滞留率は、８３．５％（前回比１０１．０％）で、増加が続いている。 

Ｃ群（靴、かばん等） 

・ 地元吸収率は、２９．２％（前回比１０２．８％）で、増加に転じた。 

なお、県内流出率は４８．５％（前回比１０１．３％）で、地元吸収率を上回ってい

る。 

・ 県内滞留率は、７７．７％（前回比１０１．８％）で、増加が続いてる。 

Ｄ群（家具、家電等） 

・ 地元吸収率は、３３．５％（前回比９２．５％）で、減少が続いている。 

なお、県内流出率は５１．５％（前回比１００．８％）で、地元吸収率を上回ってい

る。 

・ 県内滞留率は、８５．０％（前回比９７．４％）で、減少が続いている。 

Ｅ群（文房具、化粧品、スポーツ洋品等） 

・ 地元吸収率は、４４．６％（前回比９４．３％）で、減少が続いている。 

  なお、県内流出率は４４．６％（前回比１０５．２％）で、地元吸収率と同率になっ

た。 

・ 県内滞留率は、８９．２％（前回比９９．４％）で、概ね横ばいである。 
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図表２－１３ 北部Ⅱ地区の流動状況【商品総合・商品群別等】 
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（８）秩父地区 

 秩父地区は、秩父鉄道、西武秩父線の沿線地域で、その周囲は山間部で、東京都、山梨

県、長野県、群馬県に接している。地区内には、旧秩父市をはじめとする全９市町村があ

る。地区の人口は約１１万６千人で、県の１．６％を占めている。 

この地区の特徴として、①地元以外（の県内）での買物が多く、②県外への流出が極め

て少ないことが挙げられる。秩父地区は、その地理的要因から、県外への流出は最も低く、

県内流出率及び県内滞留率は最も高くなっている。 

【商品総合】 

   ・ 地元吸収率は、４８．９％（前回比１０６．５％）で、増加が続いている。 

なお、今回の調査で、地元吸収率は、県内流出率を上回った。 

 ・ 県内流出率は、４７．６％（前回比９５．２％）で、減少が続いている。 

 ・ 県内滞留率は、９６．５％（前回比１００．６％）で、概ね横ばいである。 

・ 都内流出率は、１．４％（前回比６６．７％）で、減少した。 

・ 他県流出率は、２．０％（前回比１００．０％）で、横ばいだった。 

【商品群別】 

Ａ群（食料品、日用雑貨等） 

・ 地元吸収率は、７２．５％（前回比１１０．２％）で、増加が続いている。 

・ 県内滞留率は、９９．９％で、県内での買物がほとんどを占めている。 

Ｂ群（洋服、衣類等） 

・ 地元吸収率は、３７．８％（前回比１０１．６％）で、増加が続いている。 

なお、県内流出率は５７．１％（前回比１０１．８％）で、地元吸収率を上回ってい

る。 

・ 県内滞留率は、９４．９％（前回比１０１．７％）で、増加に転じた。 

Ｃ群（靴、かばん等） 

・ 地元吸収率は、３５．４％（前回比１０１．７％）で、増加が続いている。 

なお、県内流出率は５５．５％（前回比１０１．１％）で、地元吸収率を上回ってい

る。 

・ 県内滞留率は、９０．９％（前回比１０１．３％）で、増加が続いている。 

Ｄ群（家具、家電等） 

・ 地元吸収率は、４４．５％（前回比９４．９％）で、減少が続いている。 

なお、県内流出率は５１．８％（前回比１０３．８％）で、地元吸収率を上回ってい

る。 

・ 県内滞留率は９６．３％（前回比９９．５％）で、減少が続いている。 

Ｅ群（文房具、化粧品、スポーツ洋品等） 

・ 地元吸収率は、５０．４％（前回比１０３．７％）で、増加が続いている。 

なお、今回の調査で、地元吸収率は、県内流出率（４７．５％）を上回った。 

・ 県内滞留率は、９７．９％（前回比９９．８％）で、概ね横ばいである。 
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図表２－１４ 秩父地区の流動状況【商品総合・商品群別等】 
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【商品群別】　　　　　

Ａ　群 　平成17年

　平成12年

平成 7年

Ｂ　群 　平成17年

　平成12年

平成 7年

Ｃ　群 　平成17年

　平成12年

平成 7年

Ｄ　群 　平成17年

　平成12年

平成 7年

Ｅ　群 　平成17年

　平成12年

平成 7年

【外出目的別】　　　　

買　物 　平成17年

　平成12年

平成 7年

飲　食　 平成17年

　平成12年

流　行　 平成17年

　平成12年

平成 7年

地元吸収率　 県内流出率　 都内流出率　 他県流出率　

 


